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安倍政権「ノ―」の声を桑名から
――暴走する安倍政権、二つの点で民主主義と相いれない。――
第一は、国民の批判に耳を貸さない強権体質です。安倍政権は、集団的自衛権、消費税大増税、原発再稼働、沖縄新基地建設に反対する国民多数の声に耳を傾けず、異論を「見解の相違」「過去の問題」と切り捨てて憚りません。問答無用の強権政治には、つける薬はありません。国民みんなの力で打倒に追い込みましょう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第二は、カネの力で政治をゆがめる古い金権体質です。とめどなく広がる閣僚の「政治とカネ」疑惑はそれを示しており、一連の政治腐敗の元凶に企業・団体献金と政党助成金があります。導入から来年２０年になる政党助成金は、カネに対する感覚をマヒさせ、政治腐敗を加速させ、日本の民主主義を破壊しています。憲法違反のこの制度を撤廃する国民的運動を起こしましょう。
集団的自衛権の問題では、自衛隊が米軍と肩を並べて戦争を行う「海外で戦争する国」づくりこそ正体であることがはっきりしました。北東アジアの平和と安定をはかるためには「憲法９条の精神に立った平和の外交戦略の確立」が大切で、日本共産党は「北東アジア平和協力構想｣を提唱しています｡「『海外で戦争する国』づくりの道か、憲法９条の精神にたった外交力で平和と安定を築く道か―どちらに未来があるのかは明らかです。
暮らしと経済の問題では、働く人の実質賃金の減少など、安倍政権の経済政策・アベノミクスが悪循環の大失敗に陥っています。ところが首相は賃金が下がっているものを「上がっている」と言い張る。経済の見方が「逆立ち」しているから下が上に見える。これ一つとっても、安倍政権には最早、日本の経済のかじ取りをする資格はありません。日本共産党の「暮らしと経済を立て直す四つの緊急提案」を実行し、「労働者派遣法改悪案」を廃案に追い込む必要があります。
日本共産党は「安倍政権の『亡国の政治』に、どの問題でも正面から対決し、国民と共に闘う党です。外交でも経済でも抜本的対案を示し、その実現のために、地域でも、国政でも、さらには国際舞台でも、行動しています。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野宅）　　
要求の国保税の引下げではなく、単なる税率の見直し　　　　　　　　　　　

１０月２９日、全員協議会が開かれました。内容は、①協議事項として「桑名市人権施策基本計画」（案）、② 報告事項として、「桑名市国民健康保険税の税率等の見直し」の説明が行われました。
　市にはたくさんの計画があり、総合計画は議会の議決事項ですが、他の計画は、行政が策定委員会等を作り、パブコメなどをして議会で協議にかけて決定していきます。今回もその一つで、パブコメの回答を見ても、誠意のないものでした。
　人権尊重は当然ですが、計画ばかり作っても仕方がないのではないか。他市はどうなっているのか。差別があるあると言っているが、具体的に示して欲しいと要望しました。珍しく多くの議員から発言があり問題点が浮き彫りになりました。
　国保税の改定は、税の引下げではなく、単なる税率の見直しである事が明らかになりました。全体では1人当たり４０００円下がるといいますが、どの世帯が下がるのかは不明瞭です。是非、１２月議会に行って論議したいです。

パブコメからの抜粋【意見３】①成果は見られたが、依然として差別・偏見があるとはどういうことなのか。自ら差別を作り出しているのではないか。②目標指標に結婚問題を取り上げる意味は何か。③１０年で４．５ポイントに意味はあるのか。④えせ同和行為とは何なのか。用語解説では分からない。⑤補助金を貰っている団体は正当なのか。
【回答】①実施計画の検証及び昨年度実施の市民意識調査、市民を対象とした人権についての意見交換会から依然として差別・偏見が存在しているのを認識しております。②目標指標に結婚問題を取り上げたのは、同和問題の解決に向け、重要であるととらえております。③目標数値については県が実施した意識調査の実績を参考に設定し、まずは１０年間で４．５ポイント増を目標として取り組み、その後も同和問題の解決にむけ継続して取り組みます。④えせ同和行為は用語解説のとおりです。⑤補助金団体については、桑名市人権政策課関係事業補助金等交付要綱に基づき適正に処理しております。
【感想】全体的にまともに答えていない。


日本共産党桑名市議団は、くらし・福祉・教育・子育ての充実のために、特に「国民健康保険税の引下げ」「子どもの医療費窓口無料化」「小学校の普通教室にエアコンの設置」を市に継続的に求めています。
Ｎｏ．２２２　　　　２０１４年　１１月　６日


発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５




































































日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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